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検証を行い、過重労働が発生しないよう
留意されたい。 

企画情報課 〇渋谷 109 フォーラムビジョンでの町
の PR について 

渋谷のスクランブル交差点は、1 日に
約 50 万人、1 回の青信号で横断する人
の 数 は 約 3,000 人 、 1 年 で は 約
182,500,000 人が横断することになる世
界最大級の交差点であり、相当数の目に
入ることになる。この宣伝効果をどう生
かすかがこれからの大きな課題と思わ
れるので、十分検討して、放映の流しっ
ぱなしで終わらず、庄内町の知名度アッ
プとその効果を地域振興に生かされた
い。 

渋谷での CМ 放映効果を最大化させる
ため、地域活性化企業人等への相談のほ
か、関係部署の職員からなる戦略チームを
立ち上げ、効果的な取組みを検討していま
す。 

渋谷付近からのホームページアクセス
数はなかなか伸びませんが、12 月下旬に
CМ 放映を記念して「お米プレゼントキャ
ンペーン」を公式Ｘにて実施したところ
7,500 人もの応募があり、フォロワーも約
6,000 人増加しました。 

また、庄内町の米の魅力が一目でわかる
ようランディングページを作成したほか、
かっぱをキャラクター化し町のＰＲに生
かしていきます。 
渋谷でのＣМ放映を契機に、ＳＮＳでの町
の魅力発信を強化し町の知名度アップに
努めるとともに、多方面に相乗効果が生ま
れるよう関係部署等と連携しながら取り
組みます。 

〇Web 版ハザードマップの公開につい
て 

地球温暖化と関連があるのか、大規模
災害が起こる可能性は年々高まってお
り、当町でも大雨による洪水被害が発生
している。紙版のハザートマップ（大判）
が全世帯に配布されているが、電子化に
なり各種危険度データをすぐ見ること
ができ、避難行動にも生かせる強力な手
段となる。半面、高齢者など Web 環境
がない方への対応について、環境防災課
と連携して検討し、Web 版ハザードマッ
プの公開を進められたい。 

危機管理係で従来の紙版ハザードマッ
プも令和７年度に全戸配布を行う予定で
す。引き続き Web 版ハザードマップの活
用、周知を図っていきますが、デジタル何
でも相談や出張行政サービスによる操作
説明など、スマホが不慣れな方へのサポー
トも引き続き行っていきます。 

〇生成 AI 及びビジネスチャット運用に
ついて 

生成 AI のメリット、デメリットをよ
く理解のうえ、生成 AI を使った場合の

生成 AI については、町のガイドライン
に沿って運用をしていますが、今後も研修
等により生成物の取扱いについての職員
の理解を深めていきたいと考えています。 



情報公開には特段の留意をし、誤った情
報公開にならないよう十分使用方法に
気を付けて利用されたい。また、ビジネ
スチャットは情報共有のツールとして
そのメリットを生かし、住民サービスの
向上に努められたい。 

ビジネスチャットについては、行政ネッ
トワーク、インターネットを選ばず通信で
きる利点を活かし、活用の場面を広げてい
きます。 

〇まちづくりセンターついて 
ビジョン策定後の動きが鈍いセンタ

ーが見受けられる。まちづくりの課題を
挙げ、ビジョンを策定するのが目標では
なく、その後のまちづくりをどう推進し
取り組んでいくかが重要な課題となる
ことから、今後の活動に町からも強力に
支援されたい。 

立谷沢地区については、第二次ビジョン
を策定中で、他の地区・学区は令和 6 年度
から令和 10 年度までの 5 ケ年を計画期間
として地域行動計画(地域ビジョン)を策
定しました。 
 まちづくりセンターの管理運営の受託
や地域ビジョンの策定・推進など、地域内
の状況が大きく変革する中、各地域運営組
織においては、手探り・試行錯誤をしなが
ら計画を推進しています。 

引き続きコミュニティ事業推進交付金
の交付のほか、集落支援員の配置の令和 8
年度までの延長、研修会の開催による人材
育成、円卓会議・定例会の開催による情報
共有・連携強化、地域運営組織事務局の負
担軽減などを進め、地域の取り組みを支援
してまいります。 

環境防災課 〇企画情報課で構築した Web 版ハザー
ドマップの活用について 

各種危険度データが即座に提示でき、
避難行動の誘導もスムーズにできるな
どこれまでの紙版のハザードマップ（大
判）にはない利便性があると思われる
が、高齢者など Web 環境がない方へ現
状をどう伝え、どう避難誘導をするかが
課題となる。これら Web 弱者への周知
方法など対応を検討されたい。 

従来の紙版ハザードマップの改訂をお
こなって令和７年度に全戸配布を行う予
定です。引き続き Web 版ハザードマップ
の活用、周知を図っていきますが、デジタ
ル何でも相談や出張行政サービスによる
操作説明など、スマホが不慣れな方への支
援も行っていきます。 

〇2024 ゼロカーボンアクションの推進
について 

現在 52 人の参加申し込みがあるが、
この地球的運動をさらに庄内町全体に
普及しなければ、2050 年のカーボンニュ
ートラル目標を達成することはできな

令和７年１月に策定した第二次庄内町
地球温暖化対策実行計画の中で、2050 年
カーボンニュートラル達成のためのロー
ドマップを示しています。 

達成に向けては、節電等の町民・事業者
の関心喚起・意識高揚のほかにも、再エネ



いと思われる。まず今年度の 52 人の町
民とともにゼロカーボンに向けた推進
事業を実施し、その成果を広く町民に示
して、さらに事業の拡大を町レベルまで
高めて目標達成に向け努力されたい。 

や省エネ設備の導入が必要不可欠になっ
ていることから、ゼロカーボンアクション
に加え計画の内容についても広く周知を
図り、国の補助金や交付金の制度を活用
し、設備導入の促進を図っていくことも必
要不可欠と考えています。 

消防団員の減少に伴い、自主防災組織
の活性化を図り、地域住民のみなさんか
ら初期消火活動に協力してもらうこと
を検討されたい。 

各自主防災組織の防災訓練において、初
期消火訓練の実施を引き続きお願いし、協
力してまいります。 

税務町民課 国保係については、福祉医療費給付や
国民健康保険事業など、町民の福祉に直
接関わる重要な役割を果たしている。保
険料の収納や保険給付など事務処理に
はより正確性をもって健全な運営に努
められたい。 

国保係の事務処理においては多様な種
類の事務処理をしております。町民の福祉
に直接関わる意識を改めて持つとともに、
正確、健全な事務処理に努めます。 

収納については、確実な納付のために口
座振替の利用促進に加え、24 時間納付可
能なコンビニ納付や eL-QR コードを活用
したキャッシュレス納付の周知に努めま
す。また、税の公平性を確保し、滞納額を
削減する観点から、滞納者に対する督促状
や催告書の送付、納税相談員によるきめ細
やかな納税相談や納税指導に取り組みま
す。 

保健福祉課 高齢者の保健事業と介護予防の一体
的取り組みは、高齢化の進む当町では、
重要な事業に位置付けられる。健康教室
など住民主体の通いの場を全町規模模
でどこの地区にも設置するなど、さらな
る事業の展開に努められたい。 

「歩いて通える場」＝「居場所」づくり
として、すべての地区での活動開始を理想
とし、その実現に向け庁舎内各部署、地域
運営組織、社会福祉協議会他様々な団体等
と連携し、活動の重要性の周知に努め、住
民側から自主的にやりたいと声が上がる
よう取組を進めるとともに、現在活動中の
団体が活動を継続できるよう支援を継続
していきます。また、実際に活動をしてい
る団体や、活動の重要性を理解している住
民の方から口コミ宣伝していただけるよ
う働きかけていきます。 

民生委員・児童委員の欠員に対して、
早期解消なるよう手だてされたい。ま
た、欠員地区については、地域福祉につ
いての相談事等で手遅れにならぬよう、

令和 7 年度の一斉改選に合わせ、欠員
地区については自治会長へ選出について
働きかけを行っていきます。福祉員は社会
福祉協議会からの任命なので、協力体制が



福祉員への協力支援体制を強化された
い。 

強化されるよう連携に努めます。 

子育て応援課 子育て支援センターは、半数近くが町
外利用者とのことだが、町内利用者をも
っと増やす対策に力を入れられたい。 

町内在住で在宅保育中の方を対象にし
た支援事業を継続するとともに、各事業で
町内在住者の先行予約期間を設ける等、町
内の子育て世帯に向けた取り組みを行な
っていきます。 

広報や町内の保育施設への掲示など町
内向けの周知を工夫していきます。 

子育て応援課の各種事業について、全
ての妊産婦、子育て世帯、子どもへの支
援が一体的に図られるよう周知を徹底
されたい。 

子育て応援課の各種事業については、町
ホームページや広報に各事業及び強化月
間等の情報を掲載し、その他、LINE 等を
活用し事業の周知を図っています。 

あわせて、各種事業や制度が把握しやす
いように「庄内町子育て支援インフォメー
ション」や「子育てガイドブック」を作成
しています。 
今後も事業や制度の周知がきめ細やかに
図られるよう取り組んでいきます。 

建設課 〇木造住宅耐震診断事業及び木造住宅
耐震改修事業について 
  自然災害が多発している現状から、も
っと多くの町民からこの事業を活用し
てもらえるよう耐震リフォームを一部
屋に設置し(セーフティルーム)、低コス
トのシェルター設置をすすめるなどメ
ニューを提示して強力に進められたい。 

日本列島のあちらこちらで地震が発生
している状況下で、家屋の耐震強度を知っ
ておくことは重要度を増していると考え
ます。診断結果から耐震改修へと行動を起
こしていただくよう、定住応援住まいづく
り補助金（リフォーム支援事業）の活用方
法（耐震ベッド、耐震シェルターなど）の
周知にも努めてまいりたいと考えます。 

町営住宅等 165 戸については、適正管
理されているが、入居状況は前年比で空
家戸数が増えている。早期に満室になる
よう募集対策を強化されたい。特に、南
町団地については、14 戸中 4 戸しか入
居していないので、民間業者に依頼する
など検討されたい。また、特に力を入れ
ている若者定住促進住宅に２戸、子育て
応援住宅に１戸の空家があり、空家解消
PR に特段の努力をされたい 

町営住宅は居住に困窮されている方へ
の施設であることから、必ずしも満室状態
にあるべきものではないと理解しますが、
空室が発生した場合は遅滞なく募集事務
に努めてまいります。また、南町団地につ
いては募集しても応募が無いという状況
が続いており、引き続き対応を検討してま
いります。 
若者定住促進住宅や子育て応援住宅につ
いても、広く多くの方の目に留まるような
広報活動により施設の利用拡大に努めて
まいります。 



〇空家の適正管理について 
現在町内には空家が増えてきており、

生活上に危険を伴う例も出てきている。
空家解体支援補助金制度が拡充された
ことなど町民にもっと周知を図り、危険
空家の解体に引き続き取り組まれたい。
また、企画情報課移住定住係で取り組ん
でいる空き家利活用関連事業ともタイ
アップし、町民ニーズにそった対応策が
取れるよう取り組みを強化されたい。 

引き続き、町のホームページや広報等で
周知を行うとともに、継続した取り組みと
して固定資産税の通知へのチラシの同封
等により、広く町民の皆さんへ制度を周知
してまいります。 
また、町内不動産業者との意見交換会や各
種イベント（終活セミナー等）での周知の
機会を捉えた広報活動にも努めつつ、空き
家利活用関連事業とのタイアップによる
町としての総合的な対策をすすめてまい
ります。 

農林課 指定管理者として 4 年を経過した月山
鱒の会について、いま養殖魚死滅という
最大のピンチに直面している。この困難
な時期を乗り越えるためにも、行政から
の手厚い指導と支援をされたい。 

引き続き情報共有を図りながら、立谷沢
地区住民との相互理解の醸成にも努め、支
援していきます。 

6 次産業化の推進について、農業者と
地域の事業者が連携して取り組む「6 次
産業化ネットワーク活動推進事業」も一
つのやり方であり、地域農業を基盤とし
た農林課として取り組むことのできる 6
次産業化への道だと考えられる。行政の
支援も重要なポイントになると思われ
るので、商工観光課と連携して積極的な
支援をされたい。 

商工観光課や企画情報課、企業団体、農
業者等が取り組む事業と情報発信の連携
を強化し、支援していきます。 

商工観光課 クラッセの共同利用加工場の利用許
可が、前年対比で半減し、町内利用率も
低いままで推移している。町内利用者の
拡大を図るにはどうしたらよいかを、早
急に検討されたい。また、農林課と連携
し、クラッセ、タチラボを活用した 6 次
産業化の推進を広く町民にアピールし、
町民の収益拡大に努められたい。 

町民利用の拡大を図るため、様々な機会
を捉えて６次産業化に係る情報や支援制
度を周知し、新規に取り組む方々の発掘を
行っていきます。また、農協、農林課及び
地域おこし協力隊等と連携し、６次産業化
に取り組む方々への支援を行い、町民所得
の向上につながるよう努めていきます。 

ふるさと応援寄付金事業では、返礼品
で「米類」が全体の 85.7%を占めている。
寄附金目標の 6 億円をさらに拡大するた
めには、返礼品のブラッシュアップが絶
対条件になるので、地域ブランド創生事
業を活用し、早期に新たなブランド商品

地域ブランド創生事業から生まれた商
品については、引き続き外部専門家のノウ
ハウを活用しながらブラッシュアップを
重ね、ヒット商品の開発に努めていきま
す。 



が生まれるよう努められたい。 
企業課 水道事業では、広域水道事業統合が現

実のものとなるが、町民から統合してよ
かったとなるような広域水道事業を目
指されたい。また、企業課から水道事業
が抜けることで生ずる種々の課題に今
から検討し、スムーズな業務移行ができ
るよう万全な準備をされたい。 

水道の広域化については「庄内地域水道
事業統合基本計画書」及び「庄内圏域水道
基盤強化計画」に基づき、水道事業のコス
ト削減による経営健全化及び基盤強化を
推進し、住民負担の軽減を図ります。 

業務移行に関しては、引き続き課内での
検討を継続します。 

下水道事業では、施設の老朽化対応や
農業集落排水事業の施設統合、公共下水
道区域への編入など、大規模な事業が控
えている。これまで以上に経営の効率化
を進め、これら課題へ本格的に取り組ま
れたい。また、水道事業の統合による企
業課内ガス事業と下水道事業の業務再
編は必要と思われるので、内部での検討
をされたい。 

下水道事業については、今後もストック
マネジメント計画に基づく施設の更新工
事を実施し費用の平準化を図ります。ま
た、農業集落排水事業については、令和 9
年度を目途に一部処理施設の統合につい
て取り組みを進めていきます。 

企業課内ガス事業と下水道事業の業務
再編については、今後、具体的に検討をす
すめていきます。 

鉛製給水管や白ガス管入替が必要な
町民が多いが、なかなか進まない現状に
ある。町民の安全と安心を守る立場か
ら、早急に町民への周知・PR 対策をこ
れまで以上に徹底されたい。 

鉛製給水管や白ガス管の入替について
は、需要家負担となるため、周知・ＰＲ対
策を継続して取り組んでいきます。加え
て、ガス開栓時の周知を行い、入替促進に
努めていきます。 

教育課 中学校の統合時期と小学校の将来的
に統合した後の校舎建設場所の選定と
いう大きな課題を抱えているが、少子化
時代の今、将来の教育体制を決める大き
な問題なので、町民から納得の得られる
将来像を決められたい。 

令和 7 年 1 月 29 日に開催された教育委
員会定例会において、庄内町立小中学校再
編整備実施計画が決定しました。令和 7 年
度からは、教育課内に新たな部署を設置す
る予定となっており、開校に向け準備を進
めていきたいと考えます。 

校舎の維持管理について、学校施設の
老朽化に伴う修繕箇所が増加している。
学校適正規模・適正配置の結論にもよる
が、子供たちが教育を受けるうえで支障
のない施設管理を透明性の高い優先順
位による修繕工事の年次計画を示し、学
校施設担当者が納得できるような施設
の維持修繕計画を立てられたい。 

毎年度、学校側の要望を聞き取りしつ
つ、老朽化などを総合的に判断し、優先順
位を決めて施設の修繕工事を実施してい
ます。今後も学校側が納得できるような施
設の維持修繕計画を立て、校舎等の維持管
理に努めていきます。 

町費での小中学校の学習支援員や特
別支援学級講師、幼稚園での保育補助員
の配置は、制度として大変評価されてい

令和 7 年度より「学習支援員」と「特別
支援学級講師」を統合し、「学校教育支援
員」として基礎学力向上対策並びに特別に



る。また、支援が必要とされる児童生徒
が多いことから、今後とも学校現場の状
況を正確に把握し、適正な支援体制をと
られたい。 

支援を要する児童生徒に対し指導助言を
行うため、これまで同様に各小中学校に配
置します。  

社会教育課 築 35 年の大中島自然ふれあい館では、
7 月豪雨の影響で 9 月まで利用が少ない
が、施設利用の安全対策を十分とり活用
されたい。 

当該施設は、地震、水害、土砂災害の広
域避難所にも指定されております。耐震性
に不安のある屋内運動場については、令和
7 年度に除却予定としております。災害に
対する安全対策をしっかりして、施設の活
用に努めてまいります。 

歴史民族資料館については、今年度の
資料に記載がない。昨年度は休館とのこ
とだが、今後のあり方について検討され
たい。 

昨年度に引き続き、年間をとおして休館
としております。今後のあり方について
は、歴史民俗資料館建物本体だけでなく、
展示品や収蔵資料等の保存、保管及びこれ
らのデジタル化や公開方法などについて
検討をすすめてまいります。 

庄内町立図書館については、オープン
後の事業活動が大きく変わり、新施設を
活用したイベント企画や図書館の外で
の事業展開にも著しいものがある。今後
とも読書の普及事業のみならず、生涯社
会教育の拠点として活動を強化された
い。 

「絵のある図書館、本のある美術館」の
特徴を活かしながら、乳幼児からお年寄り
まで、どの世代にとっても居心地の良い居
場所として読書や生涯学習の拠点となる
ように、運営に努めてまいります。 

立川総合支所 立川複合拠点施設の愛称制定につい
て、呼びにくい施設のままでは町民の利
用拡大のマイナス要因にもなると思わ
れるので、早急に愛称を検討されたい。
また、町民のさらなる交流の場となるよ
うイベントや貸し部屋等企画に工夫を
凝らし、地域活性化の拠点となるよう努
められたい。 

立川複合拠点施設の愛称制定について
は、R5.7 のオープン時に一度は制定した
ものの、既に商標登録されていた同名称企
業からの通告を受け、愛称使用の許可が得
られず取り下げた経緯があった。以上の経
緯から鑑み、新たに愛称を設定するには商
標登録は否めず、かつ登録には多額の費用
が伴うことから、現在のところ、略称（タ
チフクなど）として地域の方々から呼称頂
くにとどめたいと考えている。（コミュニ
ティセンター ⇒ コミセンと同じ考え方）
また、立川複合拠点施設の利活用について
は、利用しやすい雰囲気づくりや情報発信
等から、地域住民の旧役場庁舎イメージの
払拭を図り、地域活性化の観点も踏まえ、
狩川まちづくりセンターと調整を図りな



がら更なる賑わいを創出していきたい。 
立川総合支所 清川御殿茶屋のレンタサイクルは、利

用実績がほぼない状況なので、商工観光
課と連携して、別の所で活用できないか
検討されたい。 

レンタルサイクルについては観光協会
事業となっていることから、他の場所との
交換も含め活用手法について観光協会と
協議をしていきます。 

北月山ケビン、キャンプ場、北月山ロ
ッジが、遊休施設の状態になっている
が、北月山自然景観交流施設にどう位置
付けるのか、検討されたい。 

北月山ケビンについては、令和 6 年度
は、シーズン中の豪雨災害の影響もあり利
用が落ち込んだが、例年登山目的の宿泊需
要が一定程度あるため、今後も利用促進を
進めていきたい。しかし、キャンプ場、北
月山ロッジについてはご指摘のとおりの
状態にあることから、北月山荘及びその周
辺施設を今後どう活用していくか様々な
意見をお聞きしながら検討していきます。 

各課共通事項 総務文教厚生・産業建設の両常任委員
会における政策提言では、毎年調査結果
の報告書がかなり詳細に記述されてい
る。これら政策提言は、町政を改善する
内容を含んでいるので、提言内容に関係
する各課等でその内容を検討・精査し、
町政に生かされたい。 

 両常任委員会における政策提言の報告
書を職員が利用する庁内システムで情報
共有するなど、町政に生かす仕組みづくり
を検討していきます。 

 


